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１ はじめに 

「トクリュウ」という言葉をご存知であろうか。 

２０２６年６月１日に全国警察本部長会議が開かれ、警察庁長官より「トクリュウ撲滅に向けて対策の前進を、今が

正念場」との趣旨の発言があったことが報道された。 

「トクリュウ」とは、「匿名・流動型犯罪グループ」（太字は筆者）の略称である。トクリュウの特徴として、先輩、後輩、

友人、知人といった人間関係に基づく緩やかなつながりで集団を構成し、ＳＮＳ上の闇バイト1募集等で結びついたメ

ンバーが役割を細分化した上で、その都度入れ替わりながら特殊詐欺2をはじめとする犯罪を敢行する「流動性」と、

収益を吸い上げる中核的人物は匿名性の高い通信手段を悪用し、犯罪ごとに実行役に指示するなど匿名化・秘匿

化されている「匿名性」が指摘されている3。 

この「トクリュウ」が関与したとみられる最近の事案として、２０２６年５月に栃木県上三川町で高齢の女性が殺害さ

れるという大変痛ましい強盗殺人等事件が発生した。神奈川県内の１６歳の高校生を含む４人の少年が実行役とし

 

1 アルバイトを装い高額報酬をうたって SNSやインターネットで募集される、実際には犯罪に加担させる仕事のこと。 

2 犯人が電話や SNS 等を通じて対面することなく信頼させ又は関係を深めて信用させ、犯人が指定する預貯金口座への

振込その他の方法により、現金等をだまし取る犯罪のこと 

3 https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/tokushu/keishicho_tokuryu/tokuryu/ 
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て逮捕されるという、ショッキングなものである。 

「トクリュウ」による被害は、詐欺等による財産的被害にとどまらず、人の生命・身体への直接的かつ取り返しのつか

ない大きな被害も与えており、その実態を重く受け止めなければならない。 

この「トクリュウ」による詐欺や強盗等の犯罪と個人情報保護との関係としては、これらの犯罪はやみくもに実行され

るものではなく、犯行のターゲットとなる被害者の住所、氏名、電話番号、年齢、身体状況、家族構成、資産保有状

況等の詳細な個人情報を事前に収集している可能性が高く、名簿等の個人情報の適正な管理が重要となる。 

個人情報を悪用する事業者等に対して、個人が個人情報を提供する事例も見受けられることから、政府が２０２４

年１２月に取りまとめた、いわゆる「闇バイト」による強盗事件等から国民の生命・財産を守るための緊急対策4におい

ても、犯罪者のツールを奪う対策の柱の一つとして警察からの情報提供を踏まえ、個人情報に係る規律を国民に周

知するなど、自らの個人情報を適切に取り扱うための広報啓発を更に推進することが規定されている。 

ここでいう「個人情報の適切な取扱い」としては、個人情報管理の安全管理措置の適正な実施も大きいが、本稿

では、名簿の違法な提供等との関係で問題となる「第三者提供の制限」についてその制度、及び「トクリュウ」等との

関係も含めた実務的な対応等も含めて、（１）本人事前同意原則と７つの例外、（Ⅱ）オプトアウトの仕組みと共同利

用等、（Ⅲ）外国への個人データ移転等を３号にわたり詳細に説明し、理解を深めることとしたい。 

なお、本コラムに関係する一部事項については、現在（２０２６年６月１１日）、いわゆる個人情報保護法5（以下、「個

情法」という。）の３年毎見直しの法案（以下、「法改正案」という。）が国会で審議中であるため確定的なことは申し

上げられないが、その点についても、公開されている法案資料をもとに適宜言及することとする。 

 

２ 第三者提供制限全体の基本的枠組み 

はじめに、個情法の第三者提供の制限の基本的枠組みの全体像を説明する。 

事業者が個人データを第三者に提供できるのは、「事前に本人の同意を得る」場合が原則である。 

本人の同意を得ない場合で、個人データを第三者に提供できる例外として定められているのは、以下の３類型で

ある。 

①法令に基づく場合、人の生命、身体又は財産の保護のため（かつ本人の同意を得ることが困難）等、個情法に規

定する７つの例外の場合 

②本人の求めに応じてその本人のデータの提供を停止することとしていること、個人情報保護委員会に届出を行う

など、いわゆるオプトアウト手続きを行った事業者による提供の場合 

③委託、事業の承継、共同利用を行う場合 

また、外国への個人データ移転については、当該外国の個人情報保護制度の情報提供等の追加的措置等が

規定されている。 

まずは、以上のとおり、事業者が個人データを第三者に提供できるのは、 

・本人の事前同意を必要とする原則と、 

・本人同意なしでは①から③の例外に該当する場合のみであり、 

 

4 kinkyu_taisaku.pdf 

5 https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057/ 

https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/hanzai/kettei/241217/kinkyu_taisaku.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057/
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・外国へのデータ移転については更に追加的措置等が必要である 

という基本的仕組みの大枠を理解頂きたい。 

 

３ 第三者提供制限の本人事前同意原則 

はじめに、本原則等との関係で問題となる事項を取り入れたケース１を紹介する。 

【ケース１】 

「Ａ町内会では、近年、地震や台風の被害も多発していることから、災害時の連絡、避難誘導等を目的と

して、全世帯の事前の同意を得て、各世帯家族の氏名、年齢、携帯番号、メールアドレス、災害時の避

難援助必要の有無等を記載した名簿をエクセル形式で作成した。名簿流出等のリスクも考慮し、全世

帯への配布は行わず、Ｃ町内会長が管理することとなった。 

ある時、介護サービス事業の名刺を持ったＢ民間事業者がＣ町内会長を訪れ、町内会の各世帯にサ

ービス提供の案内をしたいので、この名簿を提供して欲しいと言われ、Ａ町内会には高齢者が多く各

世帯のサービス向上につながること、案内のみであること、提供が無料であること等もあり、それほど

問題ないと考え、他の構成員に相談することなく、この名簿をＢ民間事業者に提供し、後日、この旨各

世帯に報告した。」 

このケースは、個情法の第三者提供の制限上、どのような点が問題となるのであろうか。読者の皆さんも、地域等

で自治会、サークル、同窓会、ＮＰＯ法人等の様々な活動に参画される機会があるだろう。また、その際に会員名

簿を作成される機会も多いであろう。後ほど考察したい。 

 

（１）提供元と提供先 

個情法第２７条第１項本文の規定により、個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人デ

ータを第三者に提供してはならないというのが、第三者提供制限の原則である。 

この場合の主体として、名簿等の個人データを所有している提供元と、この個人データを提供する相手先とな

る提供先が登場するが、提供元は「個人情報取扱事業者」、提供先は「第三者」と規定されているところに注意

が必要である。 

提供元として規制される主体は「個人情報取扱事業者」であり、個情法第１６条の規定により、「個人情報取扱

事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供している者であり、ここでいう「事業の用に供している事

業」とは、一定の目的をもって反復継続して遂行される同種の行為であって、かつ社会通念上事業と認められる

ものをいい、営利・非営利の別は問わない。 

また、当該個人情報データベース等を構成する個人情報によって識別される特定の個人の数の多寡にかかわ

らず、個人情報データベース等を事業の用に供している者は「個人情報取扱事業者」に該当する。法人格のな

い、権利能力のない社団（任意団体）又は個人であっても、個人情報データベース等を事業の用に供している場

合は個人情報取扱事業者に該当するので留意が必要である。 
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次に、提供先となる「第三者」については、「個人情報取扱事業者」とは規定されておらず、一般に、当該個人

データによって特定される本人、当該個人データを提供しようとする個人情報取扱事業者以外の者をいい、自然

人・法人その他の団体を問わないこととされている6。 

個情法上の第三者提供制限が課される提供元の主体は「個人情報取扱事業者」と規定されており、名簿や個

人データを有料で販売するいわゆる名簿屋、データビジネス運営事業者等に限定されているわけではなく、何ら

かの形で個人データを活用してビジネスを展開している事業者等に広く適用されること、また提供先としては、有

料・無料を問わず、個人でも会社でも該当することとなるので、ほとんどの企業等がこの制限の適用の可能性が

あることに十分留意が必要である。 

「第三者」の具体的範囲については、企業等からの問い合わせが多い事項である。 

例えば、グループ企業内での個人データの提供について、子会社等でも一般的に法人格が異なることから、親

子兄弟会社、グループ会社の間で個人データを交換する場合も第三者提供に該当することとなる7。 

類似のケースとしては、やはり法人格の相違の観点から、フランチャイズ組織の本部と加盟店の間で個人デー

タを交換する場合や、同業者間で特定の個人データを交換する場合も第三者提供に該当することとなる。 

逆に、同一会社の他の部署に個人データを提供する行為については、同一の法人格内ということで、第三者

提供には該当しないということになる。ただし、この場合でも、他の部署において、当初特定した利用目的の達成

に必要な範囲を超えて個人情報が利用される場合には、目的外利用に関する本人の同意を得る必要があること

に留意されたい。 

 

（２）本人の同意 

次に、「あらかじめ本人の同意を得て」という部分である。第三者提供制限を解除する原則としては、あらかじめ

の本人の同意を得る必要があるということである。 

個人データの利活用を進めたい企業側の立場からすると、個人データを構成する全個人からの同意の取得に

は時間とコストを要する負担の大きい対応となるが、この事前の本人同意原則（オプトイン方式）を採用している

理由としては、個人データを第三者に提供後、当該個人データがいかに流通し、いかに使用されるかを不透明

な状態に置き、しかも個人データは他のデータとの結合・照合等が容易であるとき、第三者に提供された場合に

重大な被害を及ぼすおそれがあるためと指摘されている8。 

冒頭に述べた「トクリュウ」による強盗殺人等事件において、被害者の個人情報がどのように入手されたかにつ

いては明らかとなっていないが、何らかの形で犯罪者が遠く離れた地域に住む被害者の個人情報を入手し、犯

罪行為を実行したこと自体は事実であり、この点は重く受け止める必要がある。 

まず、同意取得の基本的対応であるが、事業の規模及び性質、個人データの取扱状況（取り扱う個人データ

の性質及び量を含む。）等に応じ、本人が同意に係る判断を行うために必要と考えられる合理的かつ適切な範囲

 

6 https://www.ppc.go.jp/personalinfo/faq/APPI_QA/#q7-1 Q7-1参照 以下、一般的な解釈については本 Q＆Aに

よる。 

7 https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_tsusoku/#a3-6-1 ３－６－１参照 以下、一般的な解釈につ

いては本ガイドラインによる。 

8 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、2021）248頁参照 

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/faq/APPI_QA/#q7-1
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_tsusoku/#a3-6-1
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の内容を明確に示さなければならない。 

個情法上の本人に同意取得が必要なケースとしては、第三者提供の制限解除に加えて、目的外利用に関す

るもの、要配慮個人情報の取得に関するもの、個人関連情報の第三者提供に関するものの４つがあるが、同意

取得方法については、ガイドラインで以下のとおり事例として示されている。 

①本人からの同意する旨の口頭による意思表示 

②本人からの同意する旨の書面（電磁的記録を含む。）の受領 

③本人からの同意する旨のメールの受信 

④本人による同意する旨の確認欄へのチェック 

⑤本人による同意する旨のホームページ上のボタンのクリック 

⑥本人による同意する旨の音声入力、タッチパネルへのタッチ、ボタンやスイッチ等による入力 

もっとも、①の口頭による意思表示については、特段の制限をしていないが書面によることが望ましいとも指摘さ

れており9、事例として個人データの第三者提供後、当該意思表示の有無について問題となるケースもあり、事業

者においては、当該個人データの質及び量等によって適正に判断されたい。 

同意取得の時期については、法文上「あらかじめ」と規定されており、その具体的な時期については限定されて

おらず、例えば、個人情報を取得する際に、同時に第三者提供をすることについての同意を得ることも可能となっ

ている。 

同意取得の頻度については、必ずしも第三者提供のたびに同意を得なければならないわけではなく、例えば、

個人情報の取得時に、その時点で予測される個人データの第三者提供について、包括的に同意を得ておくこと

も可能とされている。 

なお、あらかじめ、個人情報を第三者に提供することを想定している場合には、利用目的においてその旨を特

定しなければならないので、留意してほしい。 

本人が子供である場合等の同意のあり方については、現在の個情法の条文そのものには規定がなく、ガイドラ

インにおいて、個人情報の取扱いに関して同意したことによって生ずる結果を未成年者が判断できる能力を有し

ていないなどの場合は、親権者や法定代理人等から同意を得る必要があり、個別具体的に判断されるべきであ

る旨が規定されている。Ｑ＆Ａには、年齢について、一般的には１２歳から１５歳までの年齢以下の子供の場合に

は法定代理人等から同意を得る必要があるとされている。 

この点に関しては、法改正案では子供の個人情報の取扱いに関する規律の法定化について検討されている10

ので、今後の動向に留意が必要である。 

 

（３）個人データの提供 

留意が必要な事項としては、個情法上の第三者提供の制限の規制対象となっているのは、個人情報ではなく、

個人データの提供であるということである。 

 

9  宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、2021）248頁参照 

10 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_kisyahaifusiryou.pdf １０頁参照 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_kisyahaifusiryou.pdf
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個人情報と個人データの違い等については、本コラムの２０２５年８月号及び９月号において詳細に説明したと

ころであり、読者の皆様には、 

「個人に関する情報」⊃「個人情報」⊃「個人データ」⊃「保有個人データ」 

という包含関係も含め、ご理解頂けていることと思う。 

例えば、会社の行事で撮影された写真などは、一般的に、本人を判別可能な写真の画像であれば特定の個

人を識別できることから、個人情報には該当するが、個人データ（個人情報データベース等を構成する個人情報）

ではないと解されるため、あらかじめ本人の同意を得ずに会社内で展示等を行っても、第三者提供の制限に違

反するおそれはないと解されることとなる。 

ただし、利用目的を通知又は公表することは必要であり、また、プライバシーの権利や肖像権の侵害に当たる

場合もあるため、例えば展示期間を限定する、不特定多数の者への提供に際しては自主的に本人の同意を得る

等の取組みが望ましい。 

また、「提供」とは、個人データを自己以外の者が利用可能な状態に置くことをいうことから、個人データが物理

的に提供されていない場合であっても、ネットワーク等を通して利用する権限が与えられているなど、個人データ

等を利用できる状態にあれば、「提供」に当たることとなる。 

ブログ等のＳＮＳに書き込まれた個人データを含む情報と第三者提供との関係であるが、当該情報は、書き込

んだ者の明確な意思で不特定多数又は限定された対象に対して公開されている情報であり、その内容を誰が閲

覧できるかについては当該情報を書き込んだ者が指定しており、その公開範囲について、ブログ等のＳＮＳの運

営事業者等に裁量の余地はないことから、このような場合は、当該事業者が個人データを第三者提供していると

は解されない。 

 

４ 第三者提供制限の７つの例外 

ここまで第三者提供制限の事前本人同意原則（オプトイン）の詳細について述べてきたが、個情法第２７条第１項

においては、この原則と同時に、事前本人同意を要しない７つの例外（適用除外）について法定している。 

この例外が設けられている理由については、個人データの第三者提供に係る事前本人同意原則は、個人の権

利利益の侵害を防止するためのものであり、事前本人同意がない第三者提供が、常に直接的に個人の権利利益

侵害を惹起するわけではなく、事前本人同意を義務付けることによって生ずる弊害との比較考量により、かかる義務

付けが適切でないと認められる場合は、適用除外を定めることに合理性があると指摘されている11。 

 

（１）法令（条例を含む）に基づく提供の場合 

まず、対象となる法令については、国が制定する法律に加えて、地方自治体が制定する条例も含まれる。 

また、「法令に基づく」とは、法令上、第三者提供が義務付けられている場合に限らず、第三者提供の根拠が

規定されている場合をも含む趣旨であるとされている12。 

 

11 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）２４９頁上段参照 

12 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）２４９頁中段参照 
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個人データを有する企業等としては、法令に第三者提供が義務付けられている場合は別として、第三者提供

の根拠規定のみの場合は、当該提供の是非の判断に迷うケースも多いであろう。 

この点、判例や学説なども多数ある13ことも承知しているが、ガイドラインには、該当する法令の事例として、以

下が規定されているので、参考としてほしい。 

①警察の捜査関係事項照会に対応する提供の場合（刑事訴訟法第１９７条第２項） 

②裁判官の発する令状に基づく捜査に対応する提供の場合（刑事訴訟法第２１８条） 

③税務署の所得税等に関する調査に対応する提供の場合（国税通則法第７４条の２他） 

④弁護士会からの照会に対応する提供の場合（弁護士法第２３条の２） 

ただし、実務的には、本人との間の争いを防止するために、照会に応じ、警察等に対し顧客情報を提供する場

合には、当該情報提供を求めた捜査官等の役職、氏名を確認するとともに、その求めに応じ提供したことを後日

説明できるようにしておくことが有効であろう。 

 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のため（かつ本人の同意を得ることが困難）の提供の場合 

人14（法人を含む。）の生命、身体又は財産といった具体的な権利利益の保護が必要であり、かつ、本人の同

意を得ることが困難である場合は、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個人データの第三者提供が可能となる。 

事前本人同意を義務付けることによって生ずる弊害との比較考量との説明は前述したが、人の生命、身体等

を守る差し迫った利益との考量を行うと、提供が当然のこととなるケースがほとんどであろう。 

このケースの具体的想定も難しいと思うが、ガイドラインにおいて以下の事例を規定しているので、参考として

ほしい。 

①急病その他の事態が生じたときに、本人について、その血液型や家族の連絡先等を医師や看護師に提供す

る場合 

②大規模災害や事故等の緊急時に、被災者情報・負傷者情報等を家族、行政機関、地方自治体等に提供する

場合 

③事業者間において、暴力団等の反社会的勢力情報、振り込め詐欺に利用された口座に関する情報、意図的

に業務妨害を行う者の情報について共有する場合 

 

（３）公衆衛生・児童の健全な育成のため（かつ本人の同意を得ることが困難）の提供の場合 

公衆衛生の向上又は心身の発達途上にある児童の健全な育成のために特に必要があり、かつ、本人の同意

を得ることが困難である場合は、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個人データの第三者提供ができる。 

具体的には、ガイドラインに以下のとおり事例が記載されている。 

①健康保険組合等の保険者等が実施する健康診断の結果等に係る情報を、健康増進施策の立案、保健事業

の効果の向上、疫学調査等に利用する提供の場合 

 

13 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）２４９頁～２５３頁 

14 本人以外の第三者を含む。 
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②児童生徒の不登校や不良行為等について、児童相談所、学校、医療機関等の関係機関が連携して対応する

ために、当該関係機関等の間で当該児童生徒の情報を交換する提供の場合 

③児童虐待のおそれのある家庭情報を、児童相談所、警察、学校、病院等が共有する必要がある提供の場合 

 

（４）国や地方公共団体等への協力（かつ本人の同意を得ることにより事務遂行に支障のおそれがあるとき）の提供

の場合 

国や地方公共団体（その委託を受けた者を含む。）が法令の定める事務を実施する上で、民間企業等の協力

を得る必要があり、かつ、本人の同意を得ることが当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる場

合は、当該民間企業等は、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個人データの第三者提供が可能となる。 

「当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合」とは、同意を得ようとすることにより調査の密

行性が失われ、証拠の隠滅が行われるおそれがあったり、同意を得るべき者がきわめて多数にのぼり、同意を義

務付けると、実務上、協力が困難になったりする場合等とされている15。 

具体的な想定事例としては、ガイドラインに以下のとおり規定されている。 

①事業者が税務署又は税関の職員等の任意の求めに応じて個人情報を提出する場合 

②事業者が警察の任意の求めに応じて個人情報を提出する場合 

③一般統計調査や地方公共団体が行う統計調査に回答する場合 

 

（５）学術研究機関等による学術研究の成果の公表又は教授のためやむを得ないとき 

学術研究機関等が個人データを提供する場合であり、かつ、当該個人データの提供が学術研究の成果の公

表又は教授のためやむを得ない場合（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。以下（６）及

び（７）について同じ。）である。 

ここでいう学術研究機関等とは、大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者

をいう。 

想定される事例としては、以下のとおりガイドラインに規定されている。 

①顔面の皮膚病に関する医学論文において、症例に言及する場合であって、写真全体にモザイク処理を施す

等の対応をすることにより当該論文による研究成果の公表の目的が達せられなくなるとき 

②実名で活動する特定の作家の作風を論ずる文学の講義において、当該作家の実名を含む出版履歴に言及

する場合であって、作家の実名を伏せることにより当該講義による教授の目的が達せられなくなるとき 

また、「個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合」には、個人データを第三者に提供することはで

きない。この場合、個人の権利利益を不当に侵害しないような措置を講ずるなど適切に処理する必要がある。 

この点、学術研究の成果の公表又は教授のため、やむを得ず個人データを提供する場合であっても、本人又

は第三者の権利利益の保護の観点から、提供する個人データの範囲を限定するなど、学術研究の目的に照らし

て可能な措置を講ずることが望ましいとされている。 

 

15 宇賀克也『新・個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、２０２１）２５３頁、２５４頁参照 
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（６）学術研究機関等が学術研究目的で共同研究先である第三者に提供する必要があるとき 

学術研究機関等が個人データを提供する場合であり、かつ、当該学術研究機関等と共同して学術研究を行う

第三者（学術研究機関等であるか否かを問わない。）に当該個人データを学術研究目的で提供する必要がある

場合（当該個人データを提供する目的の一部が学術研究目的である場合を含む。以下（７）において同じ。）であ

る。 

 

（７）学術研究目的で学術研究機関等である第三者に提供する必要があるとき 

学術研究機関等が個人データの第三者提供を受ける場合であり、かつ、当該学術研究機関等が当該個人デ

ータを学術研究目的で取り扱う必要がある場合である。 

 

これまで７つの例外について説明してきたが、これに関して、法改正案において、以下のとおりいくつかの改正が

検討されている16ので、今後の動向に留意が必要である。 

１つには、ホテル予約や海外送金等、取得の状況からみて本人の意思に反しないため本人の権利利益を害しな

いことが明らかな取扱いについて、例外の８つ目として加えようとするものである。 

２つには、生命等の保護又は公衆衛生の向上等のために個人情報を取り扱う場合における同意取得困難性要

件について、「その他本人の同意を得ないことについて相当の理由があるとき」についても、本人からの同意取得を

不要とするものである。 

３つには、「学術研究機関等」に、病院等の医療の提供を目的とする機関又は団体が含まれることを明示するもの

である。 

 

５ ケース１の考察 

ここまで、第三者提供制限の原則と７つの例外について詳細に述べてきたので、それらを踏まえてケース１につい

て考察することとしたい。 

まずＡ町内会は、第三者提供の提供元となる個人情報取扱事業者に該当するかということである。 

これについては、事業で名簿等を利用していれば、株式会社等の営利組織だけでなく、自治会・町内会、同窓会、

ＰＴＡ、マンション管理組合、ＮＰＯ法人、サークル等の非営利の団体も「個人情報取扱事業者」に該当することと

なり17、Ａ町内会は名簿を災害時の連絡、避難誘導等の事業に利用していること、また、名簿はエクセル形式で管

理された検索性のある個人データであることから、個人情報取扱事業者として判断される蓋然性が高いということに

なる。 

Ａ町内会の災害時の避難誘導等を利用目的とする名簿の作成自体は、全世帯の事前同意を得ていること、リス

クを考慮して全世帯への名簿配布を行わないなど、個情法上の手続き等にも沿った適切なものと判断できるであろ

う。 

 

16 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_kisyahaifusiryou.pdf ７～９頁参照 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_sinkyutaisyohyou.pdf ９頁及び１０頁参照 

17 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/meibo_sakusei_handbook202312.pdf ４頁参照 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_kisyahaifusiryou.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/260407_sinkyutaisyohyou.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/meibo_sakusei_handbook202312.pdf
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本ニューズレターは、一般的な情報を提供する目的で作成されたものであり、特定の事実関係を前提とする具体的な法的アドバイスを

提供するものではありません。本ニューズレターで紹介する法令又は判例の個別事案に対する適用可能性につきましては、具体的な事実

関係に依拠することになりますので、弁護士等の専門家にご相談ください。また、本ニューズレターの記載のうち、意見もしくは見解に

わたる部分は執筆担当者の個人的な見解であり、当事務所もしくは当事務所のクライアントの見解又はそれらの見解を代表するものでは

ありません。 

 

本ニューズレターの内容につきましてお問い合わせ等ございましたら、執筆担当者までご遠慮なくご連絡下さいますよう、お願い致しま

す。また、本ニューズレターの配信の停止をご希望の場合には、newsletter@hashidatelaw.com(ニューズレター専用)までご連絡下さいま

すよう、重ねてお願い申し上げます。 

 

Contact Information 

 

弁護士法人外立総合法律事務所には、本ニューズレターでご紹介した事案以外も行政事件訴訟を担当しております。また、行政庁での勤

務経験を有する弁護士を含め、複数の行政事件について経験・実績を有する弁護士が多数所属しており、行政事件業務の経験と実績を着

実に積み重ね、あらゆる種類の行政事件案件につき、被告側として受任した事件は全て勝訴判決に導いており、最良のサービスを提供出

来る体制を整えております。 

 

弁護士法人外立総合法律事務所 

HASHIDATE LAW A PROFESSIONAL LAW CORPORATION 

〒100-0011 東京都千代田区内幸町 1-1-1 帝国ホテル本館 5 階 

TEL:   03-3504-3800（代表） FAX:   03-3504-1009（代表） 

URL:   https://www.hashidatelaw.com/ 

Email:  kenjihashidate@hashidatelaw.com 
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ADDLESHAW GODDARD LLP 

Milton Gate, 60 Chiswell Street, London, 

EC1Y 4AG, United Kingdom, DX 47 London 

TEL: +44  (0)20 7606 8855  FAX: +44 (0)20 7606 4390 

URL: https://www.addleshawgoddard.com/en/ 

Ｂ介護事業者が個人情報取扱事業者かどうかは明らかではないが、「第三者」には確実に該当することとなる。 

介護サービス事業を行う民間事業者への個人データの提供が、前述の７つの例外に該当するかということについ

ては、人の生命、身体又は財産の保護のため（かつ本人の同意を得ることが困難）等、いずれも難しいということに

なる。 

原則である本人の事前同意取得の有無については、Ｃ町内会長は後日報告を行っているが、各世帯の本人に

事前に相談せずに、第三者（Ｂ事業者）に提供しており、同意は未取得ということになる。 

以上からすると、Ａ町内会の介護サービス事業者への構成員の氏名、年齢、災害時の避難援助の必要の有無

等の個人データのＢ事業者への提供については、個情法上、違法又は不適当な第三者提供と判断されるおそれ

が高いということになる。 

広く事業者が有する個人データは、この町内会の名簿に限らず、その事業展開にとって必須であり、それ自体は

個人情報の利活用として大変意義のあるものである。 

しかしながら、本コラムで説明してきた事前本人同意原則や７つの例外に該当することなく、違法または不適当と

判断されるおそれのある形で第三者に個人データを一度でも提供してしまうと、その個人データが転々と流出する

おそれがある。そして、冒頭で述べた「トクリュウ」との関係においても、当該個人データが犯罪者の標的選定等に利

用される危険性を高める可能性があることを強く意識すべきである。 

【次号に続く】 

mailto:newsletter@hashidatelaw.com
https://www.hashidatelaw.com/
mailto:kenjihashidate@hashidatelaw.com
https://www.addleshawgoddard.com/en/

